
今こそエコツーリズム・ワーケーション！
～中部山岳国立公園における取組も交えながら～

環境省中部山岳国立公園管理事務所
所長 森川政人

2020年11月10日 信州の地域循環共生圏セミナー
地域循環共生圏づくりへの取組ハジメにあたり



平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円
国立公園満喫プロジェクト

国立公園の保護と利用の好循環により、優れた自然を守り地域活性化を図る
日本の国立公園のブランド力を高め、国内外の誘客を促進。利用者数だけでなく、
滞在時間を延ばし、自然を満喫できる上質なツーリズムを実現。

地域の様々な主体が協働し、地域の経済社会を活性化させ、
自然環境の保全へ再投資される好循環を生み出す。

国立公園の優れた
自然環境

・景観改善（廃屋撤去等）

・ビジターセンター等の再整備

・公共施設の民間開放（カフェ等設置）

・体験プログラムの充実

・多様な宿泊サービス充実

地域の産業の活性化
地域の持続的な発展

地域資源として
自然の価値向上

最大の魅力は
自然そのもの

・ｵﾌｨｼｬﾙﾊﾟｰﾄﾅｰ企業との連携

・SNSや海外メディアの活用

・旅行博・商談会の参加

・旅行会社等との情報交換会の開催

国立公園の磨き上げ 国内外へのプロモーション

国際観光旅客税の活用による取組の強化

・利用拠点の滞在環境の上質化 ・多言語解説の充実

・魅力あるコンテンツ充実（野生動物観光／ｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ／地場産品／ﾅｲﾄﾀｲﾑ）

・日本政府観光局サイトへの一括情報サイト設置 ・ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰの機能強化等

（2019年度～）

国立公園を核とした
地域循環共生圏の実現

保護 利用
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「明日の日本を支える観光ビジョン（2016年3月）」の柱の一つに国立公園が位置づけられる
2016年～ 国立公園満喫プロジェクト開始 【訪日外国人の国立公園利用者数】 490万人（2015年） →667万人（2019年）



エコツーリズム

絶対に欠かせない視点①



保護 利用

保護と利用

国立公園とは
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優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図

ることにより、国民の保健、休養及び教化に資するとともに、

生物の多様性の確保に寄与することを目的に指定するもの。

→ 持続可能な地域資源、地域の魅力、
地域の誇りのために。

→ 観光などを活用した地域振興のために。
地域の魅力を伝えるために。

→ 地域の自然のめぐみを引き継いでいくために。



【奄美・沖縄】
31．奄美群島
32．やんばる
33．慶良間諸島
34．西表石垣

【北海道】
１．利尻礼文サロベツ
２．知床
３．阿寒摩周
４．釧路湿原
５．大雪山
６．支笏洞爺

【東北】
７．十和田八幡平
８．三陸復興
９．磐梯朝日

【関東甲信越】
10．日光
11．尾瀬
12．上信越高原
13．秩父多摩甲斐
14．小笠原
15．富士箱根伊豆

16．中部山岳
17．妙高戸隠
18．南アルプス

【九州】
26．西海
27．雲仙天草
28．阿蘇くじゅう
29．霧島錦江湾
30．屋久島

【山陰・山陽・四国】
22．山陰海岸
23．足摺宇和海
24．瀬戸内海
25．大山隠岐

【中部・近畿】
19．白山
20．吉野熊野
21．伊勢志摩

日本の国立公園
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・国立公園の目的である保護と利用。それを好循環
させる。保護することで利用が進み、利用される
ことで保護が進む仕組みを作る。

ーカフェの食材の地産地消。売り上げの一部を環境保全へ。

ーガイド付きでしか入れない原生自然の世界。ガイド料の
一部を使い環境整備。

ーライチョウ観察ルールを策定。今後に期待。

最大の魅力は自然そのもの

持続可能な国立公園にするために



エコツーリズム の定義

【エコツーリズムの定義】エコツーリズム推進法第２条第２項

エコツーリズムとは、観光旅行者が、自然観光資源について知識を有するものから案
内又は助言を受け、当該自然観光資源の保護に配慮しつつ当該自然観光資源と触れ合い、
これに関する知識及び理解を深めるための活動をいう。

エコツーリズムにおいて守るべき対象としている【自然観光資源の定義】同法第２条第１項

動植物の生息地又は生育地その他の自然環境に係る観光資源、自然環境と密接な関連
を有する風俗慣習その他の伝統的な生活文化に係る観光資源。

自然・文化が特徴の観光地では必須の視点

持続可能な地域づくりのための基本的な考え方
サステイナブルツーリズム、ＧＳＴＣなどなど



現在の環境省による支援状況



ワーケーション

絶対に欠かせない視点②



国立公園等でのワーケーションの推進
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国立公園において、テレワーク時代における、従来型
の観光旅行以外の新しい利用価値を提供

地域にとっては新しい需要の取り込み、平日の観光地
の活性化が期待（旅行に仕事を持ち込むではなく、長
期滞在の実現と自然体験アクティビティなどエコツア
ーの活用）

豊かな自然の中で「遊び、働く」ことで、参加者にと
ってはクリエイティブな仕事につながる

地域とリモートワーカーの交流による地域課題の解決
や新たなビジネスの創出にも



コロナ収束前から速やかに実施 コロナ流行収束後に実施

＜事業イメージ＞国立・国定公園、温泉地でのワーケーションの推進 令和２年度補正予算

６００百万円

34国立公園等のキャンプ場においてワーケーションの展開
子供も楽しめるプログラムを展開

コンセプト

①ワーケーションツアー等の実施のための企画・実施費用の支援、②子
供向けプログラム企画・実施費用支援、③ＰＲ費用支援、④キャンプ場
でのワーケーションのためのWi-Fi等の環境整備支援

事業スキーム

イメージ図（南紀白浜（白浜町））

②旅館等でのワーケーションの実施

○国立公園等や温泉地でワーケーションが可能であることを発信することで、国立公園等で遊び、働くという新たなライフスタイルを示す
。なお、新型コロナウイルスの流行以降、キャンプ場が更に人気となっており、温泉地の旅館でもワーケーション推進の機運が高まってい
る
○新型コロナウイルスの流行拡大を受け、感染リスクの少ない自然の中でクリエイティブに仕事ができる場として国立・国定公園、温泉地の
新たな魅力を打ち出す必要がある
○加えて、大自然を有する国立公園等による心身のリフレッシュはもちろん、自粛により外遊びを控えていた子供達に国立公園等が『遊び
場』としてアクティビティの提供が可能であることを発信し、社会の閉塞感の解消、旅行者増につなげ、地域経済を再生させる

背景・課題

イメージ図
（鉄輪温泉（別府市））

キャンプ場での実施に加え、国立公園等・全国80カ所の国民保
養温泉地の旅館等においてワーケーションを展開
子供も楽しめるプログラムを展開

コンセプト

事業概要

①ツアー等のための企画・実施費用の支援、②子供向けプログラム企画・
実施費用支援、③ＰＲ費用支援、④旅館等でのワーケーションのため
のWi-Fi、什器、スペース改装等の環境整備支援

事業スキーム

・ワーケーション推進に伴うロングステイ（現在の国立公園内平均宿泊数1.3泊）の実現により、コロナ収束前の誘客による地域経
済の下支え、ワーケーションを通じ平日の観光地の活性化に寄与

事業効果
※【各省連携】テレワークなどの支援を実施する関係省庁と連携して実施

※ワーケーション可能なキャンプ場に関する情報発信は別途実施

※屋外では感染リスクが低いと考えられるが、政府の方針に沿い
つつ、感染防止策を講じながら実施

子供向け
プログラ
ム

イメージ図
（鳴子温泉郷（大崎市））

②旅館等での環境整備

①感染リスクの低いキャンプ場などの環境整備・ワーケーションの実施



国立・国定公園への誘客の推進と収束までの間の地域の雇用の維持・確保

速やかに実施 コロナ流行終息後に実施

○国立公園等の観光事業者の雇用の維持・確保
○34国立公園等で200以上の新規ツアー等を企画・実施
○約20万人の動員を想定

＜事業イメージ＞

○ＳＤＧｓ目標達成にも資するエコツーリズム等を行うエコツーリズム事業者やＤＭＯ等
に対し、①ツアー企画・実施費用の支援（特にワーケーション事業と連携するもの等の先
進的なツアーの支援）、②特にコロナ収束前の段階から、海岸清掃・修景伐採・歩道修
繕といったツアー準備に関する支援を実施 ※ＤＭＯ（観光地域づくり法人）

○「国立・国定公園、温泉地でのワーケーションの推進」事業とも連携して実施
※宿泊や一次交通（鉄道、航空等）などの支援を実施する関係省庁と連携して実施
※観光庁等により収束前から観光喚起がされる場合は、前倒しで実施できるよう準備

コンセプト

事業スキーム

事業内容１．国立公園等において切れ目無く魅力的なツアー・イベントを準備・実施（1,600百万円）

事業内容２．国内外向け緊急プロモーションの実施（800百万円）

星空撮影イベント

ガストロノミーウォーキング（500人程度参加）

親子カヤック

○まずは国内向けに、国立公園等での遊び方といった魅力を伝えるプロモーションを実施。
その後、感染症の収束状況を踏まえ国外プロモーションを実施。

コンセプト

○各種メディア等を活用したデジタルマーケティング（バナー広告等）による国立公園等の魅力を訴
求するプロモーション等を実施。

※１の実施が早まる場合は、それに合わせて前倒しで実施。観光庁、JNTOと連携して実施
※サステイナブルツーリズムといったＳＤＧｓ目標の達成にも資するツーリズムは世界的に注目されている

事業スキーム BBCに広告など

プロモーションイメージ
（ドローン撮影）

令和２年度補正予算

2,400百万円



中部山岳国立公園でのワーケーション
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小泉環境大臣もワーケーションを率先実行（磐梯朝日国立公園）



環境省テレワーク実施要領の改定
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本年７月20日、小泉大臣の指示により、環境省職員に
よるワーケーションの推進を目指し、以下の通りテレ
ワーク実施要領を各省に先駆け改定。国立公園等にお
いても情報管理が出来る場所に限って対象地に追加

＜テレワーク実施場所（実施要領より抜粋）＞

職員の自宅及び実家・実方（ただし、業務情報が家族や
第三者の目に触れないような場所がある場合に限る。）
及び環境省サテライトオフィス利用要領にて定めた場所
並びに所属長が承認した場所（ただし、第三者の入退室
が制限できる場所が確保できる場合に限る。）（以下「
実施場所」という。）とします。



ワーケーションDays
連休の中日の9/23～25、11/2に

環境省内で呼びかけて実施

文豪型
朝夕温泉、自然に囲まれリラックス

チームビルディング型
同僚との親密性向上、特定議論に集中

ファミリー型
業務をこなしつつ家族時間を満喫

地域協働型
現場の生の声を業務の参考に

類型別の感想

●係員～課長級まで10名以上が全国の国立公園・温泉地でワーケーション。
●９割の職員がモチベーション↑、心身健康↑を実感。
●７割の職員が業務効率↑、残り３割も登庁時と同程度の効率で勤務。

富士箱根伊豆国立公園

阿寒摩周国立公園

吉野熊野国立公園

十和田八幡平国立公園


